
【訪問型サービス】 

サービス種別 

予防専門型 

訪問サービス 

生活支援型 

訪問サービス 

地域支えあい型 

訪問サービス 

現行の介護予防訪問介護と同等の基準の下、ホームヘ

ルパー等が家庭を訪問し、利用者の生活機能の維持・

向上の観点から、身体介護、生活支援サービスを提供 

NPO や協同組合、社協、シルバー人材センター等に所属

する一定の研修修了者が家庭を訪問して、自立を目指した

相談、指導のもと、日常の掃除・洗濯・家事等の生活支援

サービスを提供 

各学区の地域福祉推進協議会と連携し、一定の講習を受講

した地域の元気高齢者等のボランティアが、ゴミ出しや電

球の交換等、日常のちょっとした困りごとに対する生活支

援サービスを提供 

利用者 要支援認定者及びチェックリストで判定した事業対象者 要支援認定者及びチェックリストで判定した事業対象者 
要支援認定者及びチェックリストで判定した事業対象者を

主に、それ以外の方の利用も可 

事業主体 本市の指定を受けた法人 
本市の指定を受けた法人 
（予防専門型と一体的に実施可能） 

各学区の地域福祉推進協議会 
（区社会福祉協議会がサポート） 

サービス内容 
身体介護（入浴介助等） 
生活支援（掃除・洗濯・家事等） 

生活支援（掃除・洗濯・家事等） 
高齢者の居場所づくり、見守り 
日常のごみ出し、買い物支援、電球の交換等のちょっとし

た困りごとを支援 

職員・担い手 
介護福祉士・介護職員初任者研修修了者等 

の資格を有する介護職員 

介護福祉士 
介護職員初任者研修修了者 
名古屋市高齢者日常生活支援研修修了者等 

の資格を有する介護職員 

一定の講習を受講した地域のボランティアコーディネー 
ター、元気高齢者等のボランティア 

事業支給費 

 

１単位＝11.05 円 

 
 
 
 
 

・現行の介護予防訪問介護の介護報酬と同額 
 
 

 包括報酬（月） 
週１回 月１，１６８単位 
週２回 月２，３３５単位 
週２回超 月３，７０４単位（要支援２のみ） 

 包括報酬（月） 
週１回 月  ８４４単位 
週２回 月１，６８８単位 
週２回超 月２，５３２単位（要支援２のみ）

・現行の介護予防訪問介護の介護報酬の 7 割程度 
・訪問介護における「生活援助中心型 45 分以上」の報酬

単価をもとに積算 
・介護保険の処遇改善加算相当分も加味 

事務経費として、１団体年１０万円程度を補助 

利用者負担 事業支給費の１割または２割 事業支給費の１割または２割 希望者に地域支えあい手帳を交付（実費として３００円徴収）

限度額管理の有無 

あり 
要支援２：１０，４７３単位 
要支援１及び事業対象者：５，００３単位 

あり 
要支援２：１０，４７３単位 
要支援１及び事業対象者：５，００３単位 

なし 

ケアマネジメント ケアマネジメント A を適用 ケアマネジメント B を適用 ケアマネジメント C を適用 

名古屋市における「介護予防・日常生活支援総合事業」の第一号訪問・通所事業の事業主体・事業支給費・利用者負担等（案） 



 

【通所型サービス】                                                                                         （参考） 

一般介護予防事業として実施 

サービス種別 

予防専門型 

通所サービス 

ミニデイ型 

通所サービス 

運動型 

通所サービス 

 
高齢者サロン 

現行の介護予防通所介護と同等の基準の下、デ

イサービスセンター等の施設において、入浴や

食事その他の日常生活に必要な介護サービス

のほか、自宅までの送迎サービスも提供 

人員基準を緩和した職員配置の下、デイサービ

スセンター等の施設において、自立した生活を

目指し「なごや介護予防・認知症予防プログラ

ム」を実施 

デイサービスセンターや老人保健施設、フ

ィットネスクラブ等において、転倒予防や

足腰の筋力保持のため、自宅で可能な軽い

運動や体操等を実施 

 

高齢者の居場所づくり、ふれあ

い活動を実施 

利用者 
要支援認定者及びチェックリストで判定した

事業対象者 
要支援認定者及びチェックリストで判定した事

業対象者 
要支援認定者及びチェックリストで判定し

た事業対象者 
 

孤立しがちな高齢者等 

事業主体 本市の指定を受けた法人 
本市の指定を受けた法人 
（予防専門型と一体的に実施可能） 

本市の指定を受けた法人等 
 地域団体や NPO、協同組合等多

様な主体による実施を想定 
（区社会福祉協議会がサポート）

サービス内容 
機能訓練、レクリエーション等既存の介護予防

通所介護と同様のサービス 
原則６カ月間の「なごや介護予防・認知症予防

プログラム」を活用した機能訓練等 
原則６カ月間の運動プログラムを実施 

 高齢者の交流の場 
趣味の集まり 
住民主体の食事会 等 

職員・担い手 
介護福祉士、介護職員初任者研修修了者 
看護職員、機能訓練指導員等 

「なごや介護予防・認知症予防プログラム」の

研修を受けた介護職員等 
機能訓練指導員 
介護予防運動指導員等 

 
地域住民主体のボランティア 

事業支給費 

 

１単位＝10.68 円 
 

 包括報酬（月） 

週１回 月１，６４７単位 

週２回以上 月３，３７７単位(要支援２のみ) 

・現行の介護予防通所介護の介護報酬と同額 
 
 
 
 

 包括報酬（月） 
週１回 月１，３７１単位 

・現行の介護予防通所介護の介護報酬の 8 割程度

・小規模通所介護における「要介護者 1 の 2 時間

以上 3 時間未満」の報酬単価をもとに積算 
・介護保険の処遇改善加算相当分も加味 
・6 ヶ月で自立、または改善した場合は、報酬の

上乗せを検討 

1 回あたりの報酬 
２３０単位 

・現行の二次予防事業「得トク運動教室」

と同程度の報酬 
 
 
 
 

 

サロンの規模・実施回数に応じ

て、開設・運営経費を助成 

利用者負担 事業支給費の１割または２割 事業支給費の１割または２割 事業支給費の１割または２割  おやつ代等の実費 

限度額管理の有無 

あり 
要支援２：１０，４７３単位 
要支援１及び事業対象者：５，００３単位 

あり 
要支援２：１０，４７３単位 
要支援１及び事業対象者：５，００３単位 

あり 
要支援２：１０，４７３単位 
要支援１及び事業対象者：５，００３単位 

 

なし 

ケアマネジメント ケアマネジメント A を適用 ケアマネジメント B を適用 ケアマネジメント B を適用  ― 

原則 6 ヶ月のプログラムを終了することで、支援が必要な状態から回復し、元気高齢者になることを目指す。 


